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 環境 NPOが運営するチャリティショップの現状と課題 























1）　本研究の実施に当たり，2017年度南山大学パッヘ研究奨励金 I ― A ― 2（研究題目：チャリティーショップが持続可
能な社会づくりに果たす役割に関する研究（1）），シキシマ学術・文化振興財団第 33回研究助成（助成期間 2018
年 4月～ 9月，研究題目：日本における倫理的市場の成立にチャリティーショップが果たす役割とその効果），







トワークに変更  2） 。以下，JCSNと略記）の設立に参加した。2020年 2月末時点での JCSN加盟団体
は設立時の 6団体のうち 5団体と，その後に加盟した 1団体の合計 6団体である。2020年 2月時
点で JCSNに加盟している /過去に加盟していた計 7団体について整理した前田［2020］を元にす




































































































 　環境 NPO法人 A代表理事の A_A氏（40代男性），環境 NPO法人 A事務局長兼 A1号店マネー
ジャーの A_B氏（40代男性），A1号店サブマネージャーの R_A氏（70代男性）・R_B氏（60代女性），
A3号店マネージャーの R_C氏（50代女性），A4号店スタッフの R_D氏（60代女性），AC連携店




氏に対しては名古屋市東区にある環境 NPO法人 Aの事務所において 2017年 12月 15日に 14：30
～ 16：00頃までの約 1時間 30分実施した。環境 NPO法人 Aの事務局長兼 A1号店マネージャー
の A_B氏，A1号店サブマネージャーの R_A氏・R_B氏の 3名に対しては，名古屋市熱田区の A1
号店において 2017年 12月 22日 15：30～ 17：00頃までの約 1時間 30分，グループインタビュー
として実施した。A3号店マネージャーの R_C氏に対しては名古屋市南区の A3号店において 2017
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年 12月 11日 14：00～ 15：40頃までの約 1時間 40分実施した。A4号店の元サブマネージャーで
市民リサイクラー（リーダー）の R_D氏に対しては，名古屋市東区の A4号店において 2018年 9
月 19日 15：00すぎ～ 16：00頃までの約 1時間実施した。AC連携店を運営する NPO法人 C理事
長の R_E氏，副理事長の R_F氏に対しては，NPO法人 Cが運営する就労継続支援 B型事業所の
施設 C_1において 2020年 12月 24日 9：00～ 10：00頃まで約 1時間グループインタビューとし
て実施した。 
 　全てのインタビュー調査は本稿の第 1著者である前田および共著者の渡邉の 2名で行なった。ま
た，南山大学研究審査委員会において「人を対象とした研究」倫理審査をあらかじめ受審して承認






























































 3.1.2　2 号店以降の各店舗の位置づけ 
 　特定非営利活動法人中部リサイクル運動市民の会［2012，2015，2018］によれば，A2号店は
2011年 10月に開店，2018年 2月に閉店している。A3号店は，2014年 4月，A4号店は 2014年 10
月に開店している。A1号店を含め，2021年 2月時点で 3店舗が環境 NPO法人 Aの直営店舗とし
て営業継続中である。なお，A_A氏へのインタビュー調査後，2018年 9月に開店した A5号店は
2020年 3月末で閉店している。また，環境 NPO法人 Aが NPO法人 Cとフランチャイズという形
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 　最後に，AC連携店の開設に関して，そもそも環境 NPO法人 Aと AC連携店を運営する NPO法
人 Cとの関わりのきっかけとして，環境 NPO法人 Aの理事となっていた社会福祉法人 Dの D_A
氏の存在が挙げられた。D_A氏は精神障がい者の福祉団体では著名な方であり，R_F氏も施設の
運営で D_A氏に相談していたという個人同士のつながりが存在していた。A3号店の開設以前から
環境 NPO法人 Aのリサイクルステーションでの資源回収に社会福祉法人 Dの施設に通う障がい者
が協力して働いていたが，人手が足りなくなり NPO法人 Cの施設 C1に通う障がい者の方々にも
協力を求められたのが，環境 NPO法人 Aとの関わりのきっかけということであった。そして R_F
氏らが自分たちの施設 C1を利用する障がい者と一緒にリユース＆リサイクルステーションの手伝
いをする中で，1年半ほど前に環境 NPO法人 Aの方から，A3号店は社会福祉法人 Dの場所を借
りて環境 NPO法人 Aが運営しているけれども，逆に，R_F氏らの NPO法人 C主導でチャリティ
ショップを運営することを提案されたとのことであった。なお，1年半の準備期間のうち，1年は




































法人 Aからの支援としては，月に 1回の経営会議に環境 NPO法人 A側のメンバーに来てもらった
































































 　実際，2018年夏に利用者を対象とした調査［前田 2020］では，利用者の居住地域は A3号店が
立地する南区が最も多く 3割を占め，次に A1号店の立地する熱田区が 2割，熱田区の東側に隣接
する中川区および熱田区の南側かつ南区の東側に隣接する港区が 1割ずつで立地地域の区の居住者
が半数を超えていた。来店手段は車と自転車が 4割ずつ，徒歩が 1割を占めていた。不用品の寄付
では 3分の 2，リユース品の購入ではほとんどの人が 3回以上利用していた。また，来店頻度も週


























































































































 　A3号店の場合，開店時に「家賃とか必要経費を 1日で割ると，1日 3万円の売上がないと黒字
になれない」ことが A_A氏から R_C氏に説明され，「3年間で黒字にできるように頑張って」と指
示されていた。「当初は何千円っていう売上しかなかったり，なかなか思うようには上がらなかった」
が，1周年の周年祭をした時から利用者が増え，開店から 1年半～ 1年 10か月ぐらいで黒字になっ
たということであった。その後，A3号店は黒字を維持し，ショップの売上も「ずっと上がってきてて，










 　また，一般に 2月と 8月は売上が落ちるとされることに対する工夫として，猫の日（2月 22日）




















 　AC連携店については，環境 NPO法人 A側からも，AC連携店では利用者 1人当たりの購入単価






るために裁量で 50円や 30円にしてよいとは環境 NPO法人 A側から言われているとのことであっ



















































































 　2017年 12月のインタビュー調査実施当時，市民リサイクラーはリーダーとサポーターの 2種類


























































 　なお，A_A氏によると，ある企業 Fから社員ができる CSRの取組として協力の提案を受け，





















































 　2017年 12月のインタビュー調査時点では A3号店が併設されている施設 D_1・施設 D_2には老
人系のネットワークはないとのことであった。大人用おむつを使用していた高齢の方が亡くなった
























































































で集まることを継続した。さらに，2015年 6月に英国の「チャリティ小売業協会（Charity Retail 
Association）」が主催する大会を視察し，同じ年の 12月には A_B氏が運営委員に入り環境 NPO法
人 Aも設立時の団体に名を連ねる形で JCSNが発足している。なお，A_B氏は 2015年 12月の設
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 Current Status and Issues of Charity Shops Operated by 
Environmental NPOs: 
 An Examination Based on Interviews with an Environmental NPO in Nagoya. 












 　 An environmental NPO case study in Nagoya is discussed as an example of an environmental NPO 
that establishes and operates charity shops as its activities evolve from recycling to reuse.  Through 
interviews with a representative of the NPO and people in charge of the shops, we examined the 
acceptance process of the charity shop concept by those involved; collaboration with government, 
companies, other NPOs, and researchers in the establishment, development, and prospects of charity 
shops; and the effects and expectations of networking among charity shop management organizations.  
The case study NPO used its connections with companies and local NPOs cultivated through recycling 
activities to open its first shop and develop its second and subsequent shops.  It was determined 
that charity shops contribute to the realization of a sustainable society in the local community.  In 
addition, three major outcomes can be achieved through the networking of charity shop management 
organizations: the spread of charity shops, the strengthening of financial foundations, and greater social 
contributions, such as the enhancement of support for disaster-stricken areas. 
 
